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三重県、和歌山県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県及び宮崎県の 10 県

（以下「重点受援県 10 県」という。）を計画する。上記（２）記載の警察・消防機

関のうち、重点受援県 10 県における勢力（別表３－１に掲げる当該 10 県の職員

数の合計）及び受援地方整備局等6（以下「受援地整等」という。）管内の国土交通

省 TEC-FORCE の活動規模は以下のとおりであるが、これらに加え、全国からの広

域応援部隊を派遣する。 

警察：  約 36,700 人 

消防機関：消防職員  約 25,700 人 

     消防団員 約 135,100 人 

国土交通省 TEC-FORCE：    約 890 人7 

③ また、先発地震が発生した場合においては、ＤＩＳ8被害推計結果を基に都府県毎

の被害量を推計し、実際の被害状況を踏まえ、緊急災害対策本部の調整の下、全

国からの応援部隊を派遣する。 

④ この際、重点受援県 10 県のうち、３．（２）②に規定する先発地震重点受援県を

除く推進地域を管轄する自衛隊の災害派遣部隊は当該管轄する推進地域における

災害応急対策活動の状況に応じて応援を行う一方、先発地震重点受援県以外の重

点受援県に所在する警察、消防の陸上部隊は、当該県における災害応急対策活動

の状況の如何にかかわらず後発地震に備えるための業務が多く見込まれるため応

援は行わないなど、各機関の特性を考慮する。 

⑤ ２．（３）③により、全国からの応援部隊を派遣した後であっても、実際の被害状

況や後発地震警戒措置の状況等を踏まえ、緊急災害対策本部の調整の下、撤退を

含め柔軟な対応を行う。 

 

（４） 活動のための体制確保 

① 警察、消防及び自衛隊は、各々の特性、能力及び知見に応じて救助・救急、消火活

動等を行う。この際、被災状況調査、道路啓開、湛水排除などを行う国土交通省

TEC-FORCE をはじめとする防災関係機関と積極的に連携・協力するものとする。 

② 救助・救急、消火活動等に必要な資機材、燃料、食料等については、当該活動を実

施する機関が調達し携行する自己完結型を原則とするほか、感染症が流行してい

る状況下においては、各部隊において感染症拡大防止のため、隊員の健康管理の

徹底等必要な対策を講ずるものとする。 

③ 防災関係機関は、河川水、海水、下水処理水、農・工業用水等その他大都市地域に

存在する水利を災害時に消火活動に利用できるよう、あらかじめ、施設管理者等

と調整しておくものとする。 

④ 救助・救急、消火活動等を行う機関は、高齢者、障害者等の要配慮者の迅速かつ円

滑な救助等を行うため、地方公共団体等と連携した対応に努めるものとする。 

 

３３．．広広域域応応援援部部隊隊のの派派遣遣先先 
（１）被害想定を踏まえた派遣 

① 警察庁、消防庁及び防衛省は、被害想定（死者数及び自力脱出困難者数）を踏ま

 
6 中部・近畿・四国・九州の各地方整備局及び各運輸局、神戸運輸監理部、大阪航空局をいう。 
7 国土交通省 TEC-FORCE の日最大派遣規模。 
8 ＤＩＳ（Disaster Information Systems）：地震防災情報システム。 
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え、各地域ブロックの被害規模9に応じて広域応援部隊を派遣することを想定する。 

② この際、それぞれの省庁において、部隊の役割や被災地域内に所在する勢力も考

慮して、部隊の所在する地域ブロックを越えて派遣することも含め、広域応援部

隊の派遣先、派遣規模等を計画する。 

地方 対象府県 被害規模の目安 

中部地方 
重点受援県 静岡県、愛知県、三重県 

概ね４割 
それ以外 山梨県、長野県、岐阜県 

近畿地方 

重点受援県 和歌山県 

概ね２割 
それ以外 

滋賀県、京都府、大阪府、 

兵庫県、奈良県 

四国地方 重点受援県 
徳島県、香川県、愛媛県、 

高知県 
概ね３割 

九州地方 

重点受援県 大分県、宮崎県 

概ね１割 
それ以外 

福岡県、熊本県、鹿児島県、 

沖縄県 

 

③ 国土交通省は、被害想定（津波浸水面積、全壊棟数）を踏まえ、各地域ブロックの

被害規模に応じて国土交通省 TEC-FORCE を派遣することを想定し、深刻な被害が

想定されるケースについて、国土交通省 TEC-FORCE 等の広域派遣先、派遣規模を計

画する。 

 

地方 

被害規模の目安 

中部地方の被害想定が

最大となるケース注 1 

四国地方の被害想定が

最大となるケース注 2 

中部地方 概ね４割 概ね３割 

近畿地方 概ね２割 概ね２割 

四国地方 概ね３割 概ね４割 

九州地方 概ね１割 概ね１割 
 
（注 1）中部地方の被害想定が最大となるケースは、揺れによる被害が最大となると想定される強震動生

成域が最も陸域側の場所で発生するとともに、駿河湾から紀伊半島沖で大きなすべり（大すべり
域・超大すべり域）が発生し、中部地方の津波高が他の地域に比べ高くなり、大きな被害が想定
されるケース。 

（注 2）四国地方の被害想定が最大となるケースは、揺れによる被害が最大となると想定される強震動生
成域が最も陸域側の場所で発生するとともに、四国沖で大きなすべり（大すべり域・超大すべり
域）が発生し、四国地方の津波高が他の地域に比べ高くなり、大きな被害が想定されるケース。 

 

（２）発災後の情報収集に基づく計画の修正 
① 南海トラフ巨大地震の場合、重点受援県 10 県が甚大な被害を受ける可能性が高い

と見込まれているが、発災時には、具体計画を基礎としつつ、警察庁、消防庁、防

衛省及び国土交通省は、実際の被害状況を踏まえ、緊急災害対策本部の調整の下、

柔軟に対応する。 

② 先発地震が発生した場合においては、被害想定を基礎としつつ、ＤＩＳ被害推計

 
9 被害規模は、平成 24 年８月 29 日の対策検討 WG による南海トラフ巨大地震の被害想定（第一次報告）の死者数及び

自力脱出困難者数について、都道府県毎に各ケースの中央値を抽出して合算し、地方毎に割合を算出したもの。 
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結果を基に、都府県毎の被害量（死者数及び自力脱出困難者数）を推計の上、重点

受援県を特定（以下「先発地震重点受援県」という。）し、先発地震重点受援県を

含む地域ブロック毎の被害規模及び実際の被害状況を踏まえ、緊急災害対策本部

の調整の下、柔軟に対応する。 

 

（３）広域応援部隊の派遣手順 
① 迅速な出動決定 

ア 南海トラフ巨大地震によって被害が想定されない地域に所在する警察災害派

遣隊、緊急消防援助隊及び国土交通省 TEC-FORCE 並びに北海道・東北地方等に

所在する自衛隊の災害派遣部隊は、直ちに出動する。 

イ 南海トラフ巨大地震によって被害が想定されている地域の広域応援部隊につ

いては、発災後、被害が軽微である場合には早期に出動するものとし、一定の

被害が生じている場合には災害応急対策の状況に応じて出動するものとする。 

② 進出の手順 

ア 出動する広域応援部隊は、被災地域に向かう一次的な進出目標である広域進

出拠点に向けて進出を開始し、被災状況に応じて、重点受援県に進出するため

の進出拠点にできる限り速やかに進出する。 

イ 警察庁、消防庁、防衛省及び国土交通省は、できる限り速やかに広域応援部隊

を被災地に到達させるため、緊急災害対策本部の調整の下、進出経路や距離等

を考慮して派遣先を決定する。 

ウ 緊急災害対策本部は、発災後、広域応援部隊が進出するために使用する広域進

出拠点及び進出拠点の情報を警察庁、消防庁、防衛省及び国土交通省から速や

かに収集し、これらの拠点の所管省庁を通じて、使用に関する管理者の承諾を

包括的に得るものとする。 

③ 広域応援部隊の派遣規模 

ア 重点受援県 10 県以外の警察、消防の広域応援部隊がすべて出動可能な場合に

おける派遣規模10は以下のとおりである。 

警察災害派遣隊：約 16,000 人11 

緊急消防援助隊：約 21,100 人／5,500 隊12,13 

イ 自衛隊の災害派遣部隊（重点受援県に所在する部隊も含む。）の最大限の派遣

規模は以下のとおりである。 

自衛隊の災害派遣部隊：約 110,000 人 

ウ 応援地方整備局等14（以下「応援地整等」という。）管内の国土交通省 TEC-FORCE

の最大限の派遣規模は以下のとおりである。 

国土交通省 TEC-FORCE：約 1,360 人 

 

 
10 派遣規模とは、被災地である重点受援県への派遣を予定している部隊の総数であり、ある特定の時点における活動

規模を示すものではない。 
11 域内の警察も含め、約 52,000 人態勢。 
12 域内の消防職員も含め、約 46,700 人態勢。このほか、域内では消防団員約 135,000 人も対応。 
13 緊急消防援助隊の数値は重点受援県を除く 37 都道府県の緊急消防援助隊登録隊数（令和４年４月時点）の合計。 
14 北海道開発局、東北・関東・北陸・中国の各地方整備局、北海道・東北・関東・北陸信越・中国の各運輸局、東京

航空局をいう。 

14
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省庁名 
区間 規模 

起点 終点 人員 車両 

警察庁 

苫小牧港 八戸港 

約 800 人 約 200 台 

苫小牧港 仙台塩釜港 

苫小牧港 茨城港 

苫小牧港 新潟港 

苫小牧港 敦賀港 

小樽港 新潟港 

小樽港 舞鶴港 

函館港 大間港 

函館港 青森港 

那覇港 鹿児島港 約 220 人 約 50 台 

消防庁16 

苫小牧港 八戸港 

約 1,540 人 約 390 台 

苫小牧港 仙台塩釜港→ 

名古屋港 

苫小牧港 大洗港 

苫小牧港 敦賀港 

小樽港 新潟港 

小樽港 舞鶴港 

函館港 大間港 

函館港 青森港 

那覇港 鹿児島港 約 270 人 
約 70 台 

那覇港 志布志港17  

防衛省 

苫小牧港 八戸港 

約 12,000 人 約 3,000 台 

苫小牧港 仙台塩釜港 

苫小牧港 茨城港 

苫小牧港 新潟港 

苫小牧港 敦賀港 

小樽港 新潟港 

小樽港 舞鶴港 

函館港 大間港 

函館港 青森港 

 

  

 
16 消防庁の数値は、令和４年４月時点の緊急消防援助隊登録隊数。 
17 那覇港から志布志港の活用に際しては、ＲＯＲＯ船による車両の輸送を想定している。ＲＯＲＯ船については他の

区間でも利用される場合が想定されるが、過去の活用実績等を踏まえ記載したもの。 

17
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② 国土交通省 TEC-FORCE は、部隊の円滑かつ迅速な進出、活動を支援するため、排

水ポンプ車、照明車、衛星通信車等の派遣、土砂災害その他の所管領域に関する

部隊活動の安全確保のための助言等を行う。 

  

６６．．災災害害応応急急対対策策にに活活用用すするる航航空空機機及及びび艦艦船船・・船船舶舶並並びびにに災災害害対対策策用用機機械械 
（１）従事する活動及び規模 

① 警察庁、消防庁、海上保安庁、防衛省及び国土交通省の調整により運用する航空

機（回転翼機を含む。）は、それぞれの任務に応じて、情報収集活動、救助・救急、

消火活動、輸送活動、医療活動等に従事する。 

② 警察庁、消防庁、海上保安庁、防衛省及び国土交通省の調整により運用する艦船・

船舶は、それぞれの任務に応じて、情報収集活動、救助活動、消火活動、航路啓開

活動、輸送活動、船舶交通の規制等に従事する。 

③ これらの活動における航空機、艦船・船舶の規模は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 国土交通省の排水ポンプ車、照明車、衛星通信車、衛星小型画像伝送装置（Ku-SAT）、

対策本部車、待機支援車等の災害対策用機械は、それぞれの任務に応じて、情報

収集活動、道路啓開活動、排水活動等に従事する。 

⑤ これらの活動における災害対策用機械の規模は、以下のとおりである。 

 災害対策用機械：約 565 台（最大派遣規模） 

           うち排水ポンプ車 約 220 台 

 

（２）航空機の運用の考え方 
① 重視する航空機の運用 

ア 情報収集、人命救助のための航空機の運用 

(ア) 被害状況が確認されていない地域（情報空白域）に対する情報収集 

(イ) 陸路到達困難地域での空からの救出救助・消火活動のための航空機の配分 

(ウ) 人命救助のための部隊の輸送及びＤＭＡＴ参集のための航空機の活用 

を重視する。 

イ 医療搬送のための航空機の運用 

(ア) 広域医療搬送のための航空機の活用を重視する。この際、傷病者の発生状

況やＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施設）への患者の搬送状況を踏まえた

航空機の追加配分を行う。 

 （単位：航空機は機、艦船・船舶は隻） 

調整主体 
航空機 

艦船・船舶 
回転翼機 固定翼機 

警察庁 約 40 － 約 60 

消防庁 約 40 － 約 10 

海上保安庁 約 45 約 25 約 350 

防衛省 約 220 約 120 約 65 

（うち、大型回転翼機） 約 35   

国土交通省 9 － 43 

合計 約 350 約 140 約 530 
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＜北海道及び東北地方に所在する自衛隊の災害派遣部隊の派遣規模及び派遣先＞ 

方面隊 
規模 

（人） 

進出目標 

（広域進出拠点） 
派遣先 

北部方面隊 約 16,000 人 

陸上自衛隊今津駐屯地（滋賀県高島市） 

関東地方 

 

中部地方 

 

近畿地方 

 

中国地方 

 

四国地方 

陸上自衛隊桂駐屯地（京都府京都市） 

陸上自衛隊板妻駐屯地（静岡県御殿場市） 

陸上自衛隊駒門駐屯地（静岡県御殿場市） 

陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地（静岡県御殿場市） 

陸上自衛隊大津駐屯地（滋賀県大津市） 

陸上自衛隊大久保駐屯地（京都府宇治市） 

陸上自衛隊富士駐屯地（静岡県小山町） 

陸上自衛隊八尾駐屯地（大阪府八尾市） 

陸上自衛隊明野駐屯地（三重県伊勢市） 

陸上自衛隊川西駐屯地（兵庫県川西市） 

東北方面隊 約 11,000 人 

陸上自衛隊富士駐屯地（静岡県小山町） 

関東地方 

 

中部地方 

 

近畿地方 

 

中国地方 

 

四国地方 

陸上自衛隊朝霞駐屯地（東京都練馬区） 

陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地（静岡県御殿場市） 

陸上自衛隊古河駐屯地（茨城県古河市） 

陸上自衛隊立川駐屯地（東京都立川市） 

陸上自衛隊北宇都宮駐屯地（栃木県宇都宮市） 

陸上自衛隊宇都宮駐屯地（栃木県宇都宮市） 

陸上自衛隊豊川駐屯地（愛知県豊川市） 

陸上自衛隊春日井駐屯地（愛知県春日井市） 

 

（４）国土交通省 
① 活動内容 

ア 国土交通省 TEC-FORCE は、人命救助を最優先に、防災関係機関と連携して、被

災地域内の救助・救急活動の支援等のため、被災状況の把握、緊急輸送ルート

の確保（道路・航路の啓開）、施設・設備等の二次災害防止対策、緊急排水、

被災地方公共団体の支援、緊急・代替輸送等に係る輸送支援、空港施設の復旧、

応急復旧対策等の技術的指導等を行う。 

② 部隊の運用 

ア 発災直後は、受援地整等が中心となり、管内の被災した地域に対して最大限の

国土交通省 TEC-FORCE を動員して、災害応急対策活動を開始する。 

イ 応援地整等の国土交通省 TEC-FORCE が到着した後は、受援地整等の災害対策

本部長の指揮命令の下、受援地整等と応援地整等の国土交通省 TEC-FORCE が

一体となって、被災地の災害応急対策活動を迅速に行う。 

ウ 国土交通省 TEC-FORCE の派遣規模及び派遣先は、次頁のとおりであるが、被災

状況に応じて、その規模や派遣先の決定を柔軟に行うものとする。 
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エ 先発地震が発生した場合で、かつ南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が

発表された場合には、重点受援県 10 県のうち、先発地震重点受援県を除く県

を管轄する地方整備局等の部隊は、①アに加えて、後発地震発生後の迅速な災

害応急対策活動に備えるものとする。 

 

＜国土交通省 TEC-FORCE 隊員の最大派遣規模、進出目標等＞ 

※ 排水活動及び災害対策用船舶に係る隊員は、排水ポンプ車、災害対策用船舶等に併せて派遣する
ため、上表と一致しない場合がある。 

 

８８．． 後後発発地地震震発発生生時時のの対対応応 
（１） 部隊の転用 

① 先発地震の発災地へ移動中に後発地震が発生した場合は、実際の被害状況を踏ま

え、緊急災害対策本部の調整の下、柔軟に対応する。 

② 応援部隊が先発地震の被災地へ入った後に、後発地震が発生した場合は、実際の

被害状況を踏まえ、緊急災害対策本部の調整の下、応援部隊を再編成の上、派遣

する。 

 部隊の所在地 
最大派遣規模 

（人） 

進出目標 

（広域進出拠点） 
派遣予定先 

（
応
援
地
整
等
） 

北海道開発局 約 380 人 

川島 PA（上り）（岐阜県各務原市） 中部地方整備局 

豊浜 SA（下り）（香川県観音寺市） 四国地方整備局 

美東 SA（下り）（山口県美弥市） 九州地方整備局 

東北地方整備局 約 290 人 

足柄 SA（下り）（静岡県御殿場市） 

恵那峡 SA（下り）（岐阜県恵那市） 

川島 PA（上り）(岐阜県各務原市) 

中部地方整備局 

草津 PA（下り）（滋賀県草津市） 近畿地方整備局 

豊浜 SA（下り）（香川県観音寺市） 四国地方整備局 

関東地方整備局 約 340 人 

足柄 SA（下り）（静岡県御殿場市） 

恵那峡 SA（下り）（岐阜県恵那市） 

川島 PA（上り）（岐阜県各務原市） 

中部地方整備局 

草津 PA（下り）（滋賀県草津市） 近畿地方整備局 

北陸地方整備局 約 190 人 

草津 PA（下り）（滋賀県草津市） 近畿地方整備局 

豊浜 SA（下り）（香川県観音寺市） 

石鎚山 SA（上り）（愛媛県西条市） 
四国地方整備局 

中国地方整備局 約 120 人 
豊浜 SA（下り）（香川県観音寺市） 

石鎚山 SA（上り）（愛媛県西条市） 
四国地方整備局 

北海道・東北・ 

関東・北陸信越・ 

中国運輸局、 

東京航空局 

約 40 人 

※応援運輸局は、受援運輸局に向け進

出。東京航空局は被災した空港の役

割・機能及び被災状況等を踏まえ、

派遣する空港・規模を決定。 

中部・近畿・四

国・九州運輸局、 

神戸運輸監理部、 

大阪航空局 

（
受
援
地
整
等
） 

中部地方整備局 約 210 人 

※被災状況に応じて、管内の被害が甚大な地域を中心に派

遣先・規模を決定。大阪航空局は、被災した空港の役

割・機能及び被災状況等を踏まえ、派遣する空港・規模

を決定。 

近畿地方整備局 約 220 人 

四国地方整備局 約 120 人 

九州地方整備局 約 290 人 

中部・近畿・四

国・九州運輸局、 

神戸運輸監理部、 

大阪航空局 

約 50 人 

合計 約 2,250 人  
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（別図４－１ ＤＭＡＴ陸路参集のイメージ参照） 

参集先 参集拠点候補地 

静岡県、愛知県、三重県への参集 足柄ＳＡ（静岡県）、浜松ＳＡ（静岡県）、 

名古屋飛行場（愛知県）、土山ＳＡ（滋賀県） 

和歌山県への参集 紀ノ川ＳＡ（和歌山県） 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

への参集 

豊浜ＳＡ（香川県）、高松空港（香川県）、 

淡路ＳＡ（兵庫県） 

大分県、宮崎県への参集 山田ＳＡ（福岡県）、山江ＳＡ（熊本県）、 

大分スポーツ公園（大分県）、別府湾ＳＡ

（大分県）、霧島ＳＡ（宮崎県） 

 

③ 空路参集 

ア 北海道、東北地方など遠隔地に所在するＤＭＡＴの参集は、原則として空路参

集とし、参集拠点候補地は以下のとおりとする。 

地方 参集拠点候補地 派遣要請対象チーム数(令和４年４月１日現在) 

北海道 
新千歳空港 

千歳基地 
58チーム：北海道 

東北・ 

北陸 

仙台空港 96チーム：宮城県、山形県、福島県 

花巻空港 97チーム：青森県、岩手県、秋田県 

新潟空港 25チーム：新潟県 

関東 
東京国際空港

（羽田空港） 

349チーム：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

千葉県、東京都、神奈川県 

（※派遣先に応じて空路、陸路を選択） 

 

イ 空路で参集するＤＭＡＴの被災地内の参集拠点候補地は以下のとおりとする。 

参集先 参集拠点候補地 

静岡県、愛知県、三重県への参集 名古屋飛行場、静岡空港 

和歌山県への参集 南紀白浜空港 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県への参集 高松空港、松山空港 

大分県、宮崎県への参集 福岡空港、熊本空港、鹿児島空港 

上記のほか、近畿地方の被害状況に応じて、大阪国際空港を活用 

 

④ 参集拠点におけるロジスティクス支援 

ア 厚生労働省ＤＭＡＴ事務局は、具体計画に基づくＤＭＡＴ派遣が行われた場

合には、被災地内参集拠点（上記②ウ、③イ）が所在する府県と連携しながら、

当該参集拠点に参集したＤＭＡＴの交通手段、物資・燃料、通信手段の確保、

緊急輸送ルートの情報提供等を行うロジスティックチームを参集拠点に速や

かに配置する。特に空路参集拠点（上記③イ）においては、空路で参集したＤ

ＭＡＴが、具体的な活動場所までの移動手段を確保できるよう留意する。 

イ 参集拠点の管理者は、上記ロジスティックチームの配置のほか、ＤＭＡＴによ

る車両の駐車及び給油、隊員の休憩等の支援に特段の配慮を行う。 
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第第６６章章  燃燃料料供供給給、、電電力力・・ガガススのの臨臨時時供供給給及及びび通通信信のの臨臨時時確確保保にに係係るる計計画画 
ⅠⅠ  燃燃料料供供給給 
１１．．趣趣旨旨 
（１） 南海トラフ地震の発生により多くの製油所・油槽所・ＬＰガス輸入基地等が被災

する状況にあっても、全国的な燃料供給を確保しつつ、災害応急対策活動に必要

な燃料や、重要施設の業務継続のための燃料を確実に確保し、迅速かつ円滑に供

給する必要がある。 

 

（２） このため、資源エネルギー庁は、石油精製業者等による系列供給網ごとの業務継

続計画（以下「系列ＢＣＰ」という。）を基本としつつ、必要に応じて、石油の備

蓄の確保等に関する法律（昭和 50 年法律第 96 号）第 13 条及び第 14 条に定める

「災害時石油供給連携計画」及び「災害時石油ガス供給連携計画」に基づき、系列

を越えた相互協力を行う供給体制を直ちに構築する。 

 

（３） さらに、防災拠点や、災害応急対策活動に不可欠な重要施設の業務継続に必要な

燃料を確保し、迅速かつ円滑に供給するため、（２）に記載する供給体制と連携し

て進めるべき「重点継続供給」及び「優先供給」の手順を定めるとともに、関係省

庁の連携による燃料輸送・供給体制の確保に関する事項についても併せて定める。 

 

２２．．石石油油業業界界ににおおけけるる基基本本的的なな燃燃料料供供給給体体制制 
（１）「系列ＢＣＰ」に基づく石油供給の早期構築 

資源エネルギー庁は、石油精製業者等が、「系列ＢＣＰ」に定めた供給回復目標を

早期に達成することができるよう、系列の運送業者や給油所も含めた、各社系列

の石油供給網全体の早期復旧を指導し、安定供給の体制を早期に構築する。 

 

（２）「災害時石油供給連携計画」及び「災害時石油ガス供給連携計画」に基づく相互連携 
① 経済産業大臣は、発災後、緊急災害対策本部の設置が決定された場合には、石油

備蓄法に基づく「災害時石油供給連携計画（以下「石油連携計画」という。）」及び

「災害時石油ガス供給連携計画（以下「石油ガス連携計画」という。）」の実施勧告

を速やかに行う。 

② 石油精製業者等は、上記勧告を受け、系列ごとの供給体制を基本としつつ、事前

に経済産業大臣に届け出た「石油連携計画」及び「石油ガス連携計画」を実施に移

し、系列を越えた事業者間での情報共有、施設共同利用等による供給体制を速や

かに構築し、被災により供給が不足する事態が生じた地域の燃料供給体制を早期

に復旧させる。 

  

３３．．防防災災拠拠点点等等にに存存すするる給給油油施施設設へへのの「「重重点点継継続続供供給給」」 
（１）重点継続供給 

① 緊急災害対策本部は、災害応急対策活動用の車両や航空機への燃料供給体制の確

保のため、発災後、次に掲げる給油施設の中から、重点的かつ継続的な燃料補給 
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③ 緊急災害対策本部は、次に掲げる事項に留意しつつ、燃料の円滑な輸送・供給の

ための措置を検討する。 

ア ディーゼル自動車等の運行規制条例（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県及び

兵庫県） 

イ 道路法による長大・水底トンネルにおける燃料輸送車両の通行制限措置56（一

定の条件を満たす場合は燃料輸送車両の通行が可能） 

ウ 鉄道タンク車が走行可能な路線の確保と貨物車両の確保 

④ 燃料の輸送は、供給依頼を受けた者自らが行うことを原則とする。ただし、被災

の影響により石油精製業者自ら陸上輸送手段（タンクローリーやドラム缶詰燃料

の輸送に用いるトラック、鉄道タンク車等の車両）を手配することが困難で、輸

送に支障が生じるおそれのある場合、資源エネルギー庁の要請に応じて、緊急災

害対策本部が輸送手段の確保を調整する。 

⑤ 資源エネルギー庁、関係省庁及び地方公共団体は、平時より、燃料を輸送する車

両が緊急通行車両として緊急交通路の円滑な通行ができるよう、発災前にあらか

じめ緊急通行車両確認標章の交付を受けておくなど57、必要な調整を行っておくも

のとする。 

⑥ 都府県公安委員会による緊急交通路の指定後、燃料の輸送を行う事業者は、速や

かに、緊急通行車両等であることの確認を受け、輸送体制を確保するものとする。 

⑦ 被災地における中核給油所では多数の給油希望者が集中することによるトラブル

が予想されるため、資源エネルギー庁は、中核給油所情報を警察庁及び都道府県

警察と共有する。 

 

（２）海上輸送路の航行確保・海上輸送手段の確保 
① 国土交通省地方整備局及び港湾管理者は、石油精製業者等の策定した「系列ＢＣ

Ｐ」と整合を取りつつ、「港湾ＢＣＰ」に基づき、被災地域内の使用できる、又は

早期に復旧できる製油所・油槽所に通じる航路啓開を優先的に行う。 

② 海上保安庁は、製油所・油槽所において、地震の影響により海上に油等が流出し、

災害応急対策に支障が生じ、又は海上火災等の二次災害が発生するおそれがある

場合には、航行船舶の避難誘導活動等の措置を講じるとともに、排出の原因者等

に対する指導・助言・命令を行う。また、海上保安庁及び国土交通省地方整備局

は、状況に応じ、各石油精製業者等による防除作業に協力する。 

③ 被災の影響により石油精製業者自ら海上輸送手段（フェリー、ＲＯＲＯ船など）

を手配することが困難で、輸送に支障が生じるおそれがある場合、資源エネルギ

ー庁の要請に応じて、緊急災害対策本部が輸送手段の確保を調整する。 

④ 緊急災害対策本部及び現地対策本部は、国土交通省地方整備局及び港湾管理者と

連携し、航路啓開情報を防災関係機関に共有する。 

 

 
56 長大・水底トンネルにおいては、危険物を積載する車両の通行を禁止又は制限しているが、被災地方公共団体等か

ら災害応急対策に必要な燃料の供給要請があり、かつ道路管理者が特に通行を認めた場合において、誘導車を当該車

両の前後に配置（エスコート通行方式）するなど当該車両の通行の安全を確保するために必要であると道路管理者が

認める措置が講じられているものについて、通行を可能としている。 
57 緊急通行車両確認標章は、令和５年８月 31 日までは、従前どおり災害発生後に交付される。 
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３３．．大大規規模模なな広広域域防防災災拠拠点点ととそそのの役役割割 
（１） 南海トラフ地震が発生した場合に、被災都府県が全国の防災関係機関から災害応

急対策活動に係る広域応援を受けるために設置する防災拠点のうち、以下の表に

掲げるような拠点は、救助・救急、消火活動等、医療活動、物資の受入れ・集積・

分配を総合的かつ広域的に行う大規模な広域防災拠点である。 

 

（２） 設置主体となる府県は、いつ発災しても有効に機能するよう、施設管理者、近隣

府県その他関係機関と連携して、拠点の設置・運営訓練、人材、物資・資機材の配

置等の備えを十分に行っておく必要がある。 
 

＜大規模な広域防災拠点＞ 

拠点名 南海トラフ地震において想定される役割 

静岡空港 

（静岡県） 

・ 災害応急対策に活用する航空機等が駐機、給油等を

想定する救助活動拠点である。 

・ ＤＭＡＴの空路参集拠点として、ロジスティックチ

ームを配置して参集したＤＭＡＴの活動を後方支援

するための拠点である。 

・ 広域医療搬送を行う航空搬送拠点であり、特に緊急

度判定の機能を確保して、広域的に患者を積極的に

受入れ、被害が甚大な静岡県内及びその近隣地域の

医療機関の負担を軽減することを想定する拠点であ

る。 

・ 静岡県の広域物資輸送拠点の代替拠点である。 

名古屋飛行場 

（航空自衛隊小牧

基地） 

（愛知県） 

・ 災害応急対策に活用する航空機等が駐機、給油等を

想定する救助活動拠点である。 

・ ＤＭＡＴの陸路・空路参集拠点として、ロジスティッ

クチームを配置して参集したＤＭＡＴの活動を後方

支援するための拠点である。 

・ 広域医療搬送を行う航空搬送拠点として、特に緊急

度判定の機能を確保して、広域的に患者を積極的に

受入れ、被害が甚大な中部地方内の医療機関の負担

を軽減することを想定する拠点である。 

・ 航空自衛隊小牧基地との連携により、物資の受入れ、

搬送が可能な拠点である。 

名古屋港 

（愛知県） 

・ 被害が甚大な中部地方への人員、物資、燃料、資機材

等を大量に受入れ、災害応急対策を総合的かつ広域

的に実施するための拠点である。 
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拠点名 南海トラフ地震において想定される役割 

熊本空港 

（熊本県） 

・ 災害応急対策に活用する航空機等が駐機、給油等を

想定する救助活動拠点である。 

・ ＤＭＡＴの空路参集拠点として、ロジスティックチ

ームを配置して参集したＤＭＡＴの活動を後方支援

するための拠点である。 

・ 広域医療搬送を行う航空搬送拠点として、特に緊急

度判定の機能を確保して、広域的に患者を積極的に

受入れ、被害が甚大な大分県及び宮崎県の医療機関

の負担を軽減することを想定する拠点である。 

・ 空路による物資の受入れ、仕分け、搬送に係る広域的

な役割を担う拠点である。 

大分スポーツ公園 

（大分県） 

・ 空からの救助活動のための大型回転翼機等が離発着

でき、かつ、部隊の指揮、宿営、資機材集積等を行う

ことを想定する拠点である。 

・ ＤＭＡＴの陸路参集拠点として、ロジスティックチ

ームを配置して参集したＤＭＡＴの活動を後方支援

するための拠点である。 

・ 広域医療搬送を行う航空搬送拠点である。 

・ 大分県の広域物資輸送拠点である。 

 

※奈良県は、紀伊半島には大規模な広域防災拠点はないことを踏まえて、当該エリ

アを広くカバーする大規模な広域防災拠点（五條市）の整備を段階的に進めてい

る。令和４年度より救助活動拠点（候補地）として活用しており、令和７年度以

降、航空搬送拠点候補地等として活用することを見込んでいる。 
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都道府県 施設名称 所在地 アクセス 警察庁 消防庁 防衛省
国土

交通省
中核給
油所

ＤＭＡＴ
陸路参集

拠点候補地

茨城県 陸上自衛隊古河駐屯地 茨城県古河市 国道３５４号 ◎

栃木県 陸上自衛隊北宇都宮駐屯地 栃木県宇都宮市 国道４号、国道１２１号 ◎

栃木県 陸上自衛隊宇都宮駐屯地 栃木県宇都宮市 国道４号 ◎

東京都 陸上自衛隊朝霞駐屯地 東京都練馬区 国道２５４号 ◎

東京都 陸上自衛隊立川駐屯地 東京都立川市 東京都道１５３号 ◎

山梨県 談合坂ＳＡ　《上り線》 山梨県上野原市 中央自動車道 ◎ ●

山梨県 談合坂ＳＡ　《下り線》 山梨県上野原市 中央自動車道 ◎ ●

岐阜県 関ＳＡ　《上り線》 岐阜県関市 東海北陸自動車道 ◎ ●

岐阜県 養老ＳＡ　《上り線》 岐阜県養老町 名神高速道路 ◎ ●

岐阜県 川島ＰＡ　《上り線》 岐阜県各務原市 東海北陸自動車道 ◎ ◎

岐阜県 恵那峡ＳＡ　《下り線》 岐阜県恵那市 中央自動車道 ◎ ●

静岡県 山中城址駐車場 静岡県三島市 国道１号 ○

静岡県 足柄ＳＡ　《下り線》 静岡県小山町 東名高速道路 ◎ ◎ ◎ ● ○

静岡県 東山湖フィッシングエリア駐車場 静岡県御殿場市 国道１３８号 ○

静岡県 陸上自衛隊駒門駐屯地 静岡県御殿場市 国道２４６号 ◎

静岡県 陸上自衛隊板妻駐屯地 静岡県御殿場市 静岡県道１５５号 ◎

静岡県 陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地 静岡県御殿場市 静岡県道２３号 ◎

静岡県 陸上自衛隊富士駐屯地 静岡県小山町 国道１３８号 ◎

静岡県 道の駅朝霧高原 静岡県富士宮市 国道１３９号 ○

静岡県 清水宍原スポーツ広場 静岡県静岡市 国道５２号 ○

静岡県 浜松ＳＡ　《上り線》 静岡県浜松市 新東名高速道路 ○ ○ ●

静岡県 浜松ＳＡ　《下り線》 静岡県浜松市 新東名高速道路 ○ ● ○

静岡県 浜名湖ＳＡ　《上り線》 静岡県浜松市 東名高速道路 ○ ●

静岡県 浜名湖ＳＡ　《下り線》 静岡県浜松市 東名高速道路 ○ ○ ●

静岡県 湖西運動公園 静岡県湖西市 国道３０１号 ○

静岡県 駿河湾沼津ＳＡ　《下り線》 静岡県沼津市 新東名高速道路 ○ ◎ ●

静岡県 清水ＰＡ　《上り線》 静岡県静岡市 新東名高速道路、国道５２号 ○

静岡県 清水ＰＡ　《下り線》 静岡県静岡市 新東名高速道路、国道５２号 ○

愛知県 県営新城総合公園 愛知県新城市 国道２５７号 ○

愛知県 新城ＰＡ　《下り線》 愛知県新城市 東名高速道路 ○ ○

愛知県 豊橋公園 愛知県豊橋市 国道１号 ○

愛知県 陸上自衛隊豊川駐屯地 愛知県豊川市 愛知県道５号 ◎

愛知県 内津峠ＰＡ　《上り線》 愛知県春日井市 中央自動車道 ○

愛知県 内津峠ＰＡ　《下り線》 愛知県春日井市 中央自動車道 ○ ◎ ●

愛知県 愛知県警察学校 愛知県春日井市 愛知県道５０８号 ○

愛知県 陸上自衛隊春日井駐屯地 愛知県春日井市 愛知県道１９９号 ◎

愛知県 中部管区警察学校 愛知県小牧市 愛知県道１９９号 ○

愛知県 ＪＡ愛知北犬山事業所 愛知県犬山市 国道４１号 ○

愛知県 小牧市市民会館駐車場 愛知県小牧市 国道１５５号 ○

愛知県 尾張一宮ＰＡ　《上り線》 愛知県一宮市 名神高速道路 ○ ○

愛知県 尾張一宮ＰＡ　《下り線》 愛知県一宮市 名神高速道路 ○

愛知県 愛知県一宮総合運動場 愛知県一宮市 国道１５５号 ○

愛知県 学戸公園 愛知県蟹江町 愛知県道６５号 ○

愛知県 長篠設楽原ＰＡ　《下り線》 愛知県新城市 新東名高速道路 ○

愛知県 名古屋飛行場 愛知県豊山町 愛知県道４４８号 ○

三重県 陸上自衛隊明野駐屯地 三重県伊勢市 国道２３号 ◎

三重県 大山田ＰＡ　《上り線》 三重県桑名市 東名阪自動車道 ○

三重県 大山田ＰＡ　《下り線》 三重県桑名市 東名阪自動車道 ○

三重県 桑名市総合運動公園 三重県桑名市 三重県道１４２号 ○

三重県 垂坂ソフトボール場 三重県四日市市 三重県道６４号 ○

三重県 御在所ＳＡ　《上り線》 三重県四日市市 東名阪自動車道 ○ ●

三重県 御在所ＳＡ　《下り線》 三重県四日市市 東名阪自動車道 ○ ●

三重県 藤原文化センター 三重県いなべ市 国道３０６号・３６５号 ○

三重県 安濃ＳＡ　《上り線》 三重県津市 伊勢自動車道 ○ ●

三重県 安濃ＳＡ　《下り線》 三重県津市 伊勢自動車道 ○ ●

三重県 亀山ＰＡ　《上り線》 三重県亀山市 東名阪自動車道 ○

三重県 亀山ＰＡ　《下り線》 三重県亀山市 東名阪自動車道 ○ ○

三重県 紀北ＰＡ　《上下線》 三重県紀北町 紀勢自動車道 ○ ○

三重県 熊野市山崎運動公園 三重県熊野市 三重県道１４１号 ○

滋賀県 土山ＳＡ　《上り線》 滋賀県甲賀市 新名神高速道路 ● ○

滋賀県 賤ケ岳ＳＡ　《上り線》 滋賀県長浜市 北陸自動車道 ◎ ●

滋賀県 賤ケ岳ＳＡ　《下り線》 滋賀県長浜市 北陸自動車道 ◎ ●

滋賀県 陸上自衛隊今津駐屯地 滋賀県高島市 国道１６１号 ◎

滋賀県 草津ＰＡ　《下り線》 滋賀県草津市 名神高速道路 ◎ ◎ ●

滋賀県 大津ＳＡ　《上り線》 滋賀県大津市 名神高速道路 ◎

滋賀県 大津ＳＡ　《下り線》 滋賀県大津市 名神高速道路 ◎

滋賀県 陸上自衛隊大津駐屯地 滋賀県大津市 国道１６１号 ◎

別表３－２　「広域進出拠点（◎）」、重点受援県内の「進出拠点（○）」、「ＤＭＡＴ陸路参集拠点（○）」（候
補地）の一覧
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都道府県 施設名称 所在地 アクセス 警察庁 消防庁 防衛省
国土

交通省
中核給
油所

ＤＭＡＴ
陸路参集

拠点候補地

京都府 陸上自衛隊大久保駐屯地 京都府宇治市 国道２４号 ◎

京都府 陸上自衛隊桂駐屯地 京都府京都市 京都府道２０１号 ◎

大阪府 陸上自衛隊八尾駐屯地 大阪府八尾市 国道１７０号 ◎

大阪府 吹田ＳＡ　《下り線》 大阪府吹田市 名神高速道路 ◎ ●

兵庫県 淡路ＳＡ　《下り線》 兵庫県淡路市 神戸淡路鳴門自動車道 ◎ ○

兵庫県 淡路島南ＰＡ　《下り線》 兵庫県南あわじ市 神戸淡路鳴門自動車道 ◎

兵庫県 陸上自衛隊川西駐屯地 兵庫県川西市 国道１７６号 ◎

兵庫県 三木ＳＡ　《上り線》 兵庫県三木市 山陽自動車道 ◎ ●

兵庫県 三木ＳＡ　《下り線》 兵庫県三木市 山陽自動車道 ◎ ●

和歌山県 新宮市民運動競技場 和歌山県新宮市 国道４２号 ○

和歌山県 橋本市運動公園 和歌山県橋本市 国道２４号・国道３７１号 ○ ◎

和歌山県 田辺スポーツパーク 和歌山県田辺市 国道４２号 ○ ○

和歌山県 旧南紀白浜空港跡地 和歌山県白浜町 国道４２号 ○

和歌山県 紀ノ川ＳＡ　《下り線》 和歌山県和歌山市 阪和自動車道 ○ ◎ ● ○

和歌山県 コスモパーク加太 和歌山県和歌山市 和歌山県道７号 ○

岡山県 吉備ＳＡ　《下り線》 岡山県岡山市 山陽自動車道 ◎ ●

岡山県 高梁ＳＡ　《上り線》 岡山県高梁市 岡山自動車道 ◎ ◎ ●

広島県 福山ＳＡ　《上り線》 広島県福山市 山陽自動車道 ◎ ●

広島県 小谷ＳＡ　《上り線》 広島県東広島市 山陽自動車道 ◎ ●

広島県 宮島ＳＡ　《上り線》 広島県廿日市市 山陽自動車道 ◎ ●

広島県 宮島ＳＡ　《下り線》 広島県廿日市市 山陽自動車道 ◎ ●

山口県 美東ＳＡ　《下り線》 山口県美祢市 中国自動車道 ◎ ●

山口県 壇之浦ＰＡ　《下り線》 山口県下関市 関門自動車道 〇

徳島県 徳島県消防学校 徳島県北島町 国道１１号 ○

徳島県 鳴門西ＰＡ　《上り線》 徳島県鳴門市 高松自動車道 ○

徳島県 上板ＳＡ　《上り線》 徳島県上板町 徳島自動車道 ○

徳島県 吉野川ＳＡ　《上り線》 徳島県東みよし町 徳島自動車道 ○ ○ ●

徳島県 吉野川ＳＡ《下り線》・吉野川ﾊｲｳｪｲｵｱｼｽ 徳島県東みよし町 徳島自動車道 ○ ●

徳島県 緑の丘スポーツ公園 徳島県阿波市 徳島自動車道 ○

香川県 白鳥中央公園 香川県東かがわ市 国道１１号 ○

香川県 津田の松原ＳＡ　《上り線》 香川県さぬき市 高松自動車道 ○

香川県 津田の松原ＳＡ　《下り線》 香川県さぬき市 高松自動車道 ○

香川県 まんのう町琴南公民館 香川県まんのう町 国道４３８号 ○

香川県 府中湖ＰＡ　《上り線》 香川県坂出市 高松自動車道 ○

香川県 府中湖ＰＡ　《下り線》 香川県坂出市 高松自動車道 ○

香川県 瀬戸大橋記念公園 香川県坂出市 坂出市道番の州南北幹線 ○

香川県 中国四国管区警察局警察学校善通寺庁舎 香川県善通寺市 香川県道２４号 ○

香川県 高瀬ＰＡ　《下り線》 香川県三豊市 高松自動車道 ○

香川県 萩の丘公園 香川県観音寺市 国道３７７号 ○

香川県 豊浜ＳＡ　《下り線》 香川県観音寺市 高松自動車道 ◎ ● ○

香川県 高松空港 香川県高松市 香川県道４５号 ○

愛媛県 馬立ＰＡ　《上り線》 愛媛県四国中央市 高知自動車道 ○

愛媛県 上分ＰＡ　《下り線》 愛媛県四国中央市 松山自動車道 ○

愛媛県 タイカワ運輸エクセレント倉庫 愛媛県四国中央市 国道１１号 ○

愛媛県 四国中央市消防本部 愛媛県四国中央市 国道１１号 ○

愛媛県 入野ＰＡ　《下り線》 愛媛県四国中央市 松山自動車道 ○

愛媛県 道の駅伯方ＳＣパーク 愛媛県今治市 国道３１７号 ○

愛媛県 来島海峡ＳＡ　《下り線》 愛媛県今治市 西瀬戸自動車道 ○

愛媛県 松山中央公園 愛媛県松山市 国道３３号 ○

愛媛県 宇和文化会館駐車場 愛媛県西予市 国道５６号 ○

愛媛県 石鎚山ＳＡ　《上り線》 愛媛県西条市 松山自動車道 ◎ ●

高知県 南国風良里（道の駅） 高知県南国市 国道３２号 ○

高知県 道の駅木の香 高知県いの町 国道１９４号 ○

高知県 南国ＳＡ　《上り線》 高知県南国市 高知自動車道 ○ ●

高知県 南国ＳＡ　《下り線》 高知県南国市 高知自動車道 ○ ○

高知県 土佐和紙工芸村（道の駅） 高知県いの町 国道１９４号 ○

高知県 旧吾川中学校グラウンド 高知県仁淀川町 国道３３号 ○

高知県 太郎川公園 高知県梼原町 国道１９７号 ○

高知県 マルナカ土佐店 高知県土佐市 高知自動車道 ○

高知県 道の駅あぐり窪川 高知県四万十町 高知自動車道 ○

高知県 ゆういんぐ四万十 高知県四万十町 高知自動車道 ○

高知県 道の駅四万十とおわ 高知県四万十町 国道３８１号 ○

高知県 こいのぼり公園 高知県四万十町 国道３８１号 ○

福岡県 山田ＳＡ　《下り線》 福岡県朝倉市 大分自動車道 ● ○

福岡県 古賀ＳＡ　《下り線》 福岡県古賀市 九州自動車道 ◎ ●

熊本県 山江ＳＡ　《下り線》 熊本県山江村 九州自動車道 ● ○

大分県 大分スポーツ公園 大分県大分市 国道１９７号 ○ ○ ○

大分県 竹田市総合運動公園 大分県竹田市 国道５０２号 ○

大分県 大貞総合運動公園 大分県中津市 国道１０号 ○

大分県 玖珠ＳＡ　《下り線》 大分県玖珠町 大分自動車道 ◎

大分県 大原グランド 大分県日田市 国道２１２号 ○

大分県 別府湾ＳＡ　《下り線》 大分県別府市 大分自動車道 ○ ◎ ● 〇

大分県 佐伯市総合運動公園 大分県佐伯市 東九州自動車道 ○ ○

宮崎県 西階公園 宮崎県延岡市 宮崎県道２４１号線 ○ ○
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都道府県 施設名称 所在地 アクセス 警察庁 消防庁 防衛省
国土

交通省
中核給
油所

ＤＭＡＴ
陸路参集

拠点候補地

宮崎県 高千穂町総合公園 宮崎県高千穂町 国道２１８号 ○

宮崎県 都城市公設地方卸売市場 宮崎県都城市 国道１０号 ○

宮崎県 霧島ＳＡ　《下り線》 宮崎県小林市 宮崎自動車道 ◎ ◎ ● 〇

宮崎県 川南ＰＡ 宮崎県川南町 東九州自動車道 ◎ ●

注）◎：広域進出拠点、○進出拠点・ＤＭＡＴ陸路参集拠点候補地

注）ＤＭＡＴ参集拠点候補地は、上表の他に空路参集拠点候補地として、新千歳空港、航空自衛隊千歳基地、仙台空港、花巻空港、新潟空港、東京国際空港、
　　名古屋飛行場、静岡空港、南紀白浜空港、高松空港、松山空港、福岡空港、熊本空港、鹿児島空港がある。（名古屋飛行場と高松空港は陸路参集拠点を
　　兼ねる。）
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別表３－３ 航空機用救助活動拠点（候補地） 

 

都道府県 施設名称 所在地 管理者 用途 

福島県 福島空港 福島県玉川村 福島県 航空機の駐機・給油等 

茨城県 茨城空港（航空自衛隊百里基地） 茨城県小美玉市 茨城県（防衛省） 航空機の駐機等 
埼玉県 ホンダエアポート 埼玉県川島町 本田航空株式会社 航空機の駐機・給油等 
埼玉県 航空自衛隊入間基地 埼玉県狭山市 防衛省 航空機の駐機・給油等 

東京都 陸上自衛隊立川駐屯地 東京都立川市 防衛省 航空機の駐機等 
東京都 東京ヘリポート 東京都江東区 東京都 航空機の駐機・給油等 
新潟県 新潟空港 新潟県新潟市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
富山県 富山空港 富山県富山市 富山県 航空機の駐機・給油等 
石川県 小松飛行場（航空自衛隊小松基地） 石川県小松市 防衛省 航空機の駐機等 
福井県 福井空港 福井県坂井市 福井県 航空機の駐機・給油等 
長野県 松本空港 長野県松本市 長野県 航空機の駐機・給油等 
岐阜県 航空自衛隊岐阜基地 岐阜県各務原市 防衛省 航空機の駐機等 
静岡県 愛鷹広域公園 静岡県沼津市 静岡県 空からの救出救助・消火活動等 

静岡県 静岡空港（富士山静岡空港） 静岡県牧之原市 
富士山静岡空港 

株式会社 
航空機の駐機・給油等 

静岡県 小笠山総合運動公園 静岡県袋井市 静岡県 空からの救出救助・消火活動等 
静岡県 航空自衛隊浜松基地 静岡県浜松市 防衛省 航空機の駐機等 
静岡県 湖西運動公園 静岡県湖西市 湖西市 空からの救出救助・消火活動等 
愛知県 赤羽根文化広場 愛知県田原市 田原市 空からの救出救助・消火活動等 
愛知県 岡崎中央総合公園 愛知県岡崎市 岡崎市 空からの救出救助・消火活動等 
愛知県 半田運動公園 愛知県半田市 半田市 空からの救出救助・消火活動等 
愛知県 刈谷市総合運動公園 愛知県刈谷市 刈谷市 空からの救出救助・消火活動等 
愛知県 名古屋飛行場（航空自衛隊小牧基地） 愛知県豊山町 愛知県（防衛省） 航空機の駐機・給油等 
三重県 古里公園 三重県明和町 明和町 空からの救出救助・消火活動等 
三重県 熊野市山崎運動公園 三重県熊野市 熊野市 空からの救出救助・消火活動等 

大阪府 八尾空港（陸上自衛隊八尾駐屯地） 大阪府八尾市 国土交通省、防衛省 航空機の駐機・給油等 
兵庫県 神戸空港 兵庫県神戸市 神戸市 航空機の駐機・給油等 

和歌山県 新宮市民運動競技場 和歌山県新宮市 新宮市 空からの救出救助・消火活動等 

和歌山県 南紀白浜空港 和歌山県白浜町 和歌山県 航空機の駐機・給油等 
和歌山県 コスモパーク加太 和歌山県和歌山市 和歌山県 空からの救出救助・消火活動等 
和歌山県 橋本市運動公園 和歌山県橋本市 橋本市 空からの救出救助・消火活動等 

和歌山県 旧南紀白浜空港跡地 和歌山県白浜町 和歌山県、白浜町 空からの救出救助・消火活動等 
岡山県 岡山空港 岡山県岡山市 岡山県 航空機の駐機・給油等 
岡山県 岡南飛行場 岡山県岡山市 岡山県 航空機の駐機・給油等 
広島県 広島空港 広島県三原市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
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都道府県 施設名称 所在地 管理者 用途 

広島県 広島ヘリポート 広島県広島市 広島県 航空機の駐機・給油等 
徳島県 徳島県鳴門ウチノ海総合公園 徳島県鳴門市 徳島県 空からの救出救助・消火活動等 

徳島県 徳島飛行場（海上自衛隊徳島航空基地） 徳島県松茂町 防衛省 航空機の駐機等 
徳島県 南部健康運動公園 徳島県阿南市 徳島県 空からの救出救助・消火活動等 
徳島県 野外交流の郷まぜのおか 徳島県海陽町 徳島県 空からの救出救助・消火活動等 
香川県 高松空港 香川県高松市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
愛媛県 松山空港 愛媛県松山市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
愛媛県 第３号南予レクリエーション都市公園 愛媛県愛南町 愛媛県 空からの救出救助・消火活動等 
愛媛県 丸山公園 愛媛県宇和島市 宇和島市 空からの救出救助・消火活動等 
高知県 室戸広域公園 高知県室戸市 高知県 空からの救出救助・消火活動等 
高知県 県立青少年センター 高知県香南市 高知県 空からの救出救助・消火活動等 
高知県 高知空港 高知県南国市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
高知県 春野総合運動公園 高知県高知市 高知県 空からの救出救助・消火活動等 

高知県 宿毛市総合運動公園 高知県宿毛市 宿毛市 空からの救出救助・消火活動等 

高知県 安芸市総合運動場 高知県安芸市 安芸市 空からの救出救助、消防活動等 

高知県 四万十緑林公園 高知県四万十町 四万十町 空からの救出救助、消防活動等 

高知県 土佐清水総合運動公園 高知県土佐清水市 土佐清水市 空からの救出救助、消防活動等 

福岡県 奈多ヘリポート 福岡県福岡市 福岡国際空港㈱ 航空機の駐機・給油等 

福岡県 北九州空港 福岡県北九州市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
熊本県 熊本空港（陸上自衛隊高遊原分屯地を含む） 熊本県益城町 国土交通省、防衛省 航空機の駐機・給油等 
大分県 大分空港 大分県国東市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
大分県 佐伯市総合運動公園 大分県佐伯市 佐伯市 空からの救出救助・消火活動等 
大分県 大分スポーツ公園 大分県大分市 株式会社大宜 空からの救出救助・消火活動等 
大分県 大分県央飛行場 大分県豊後大野市 大分県 航空機の駐機・給油等 
宮崎県 日向市牧水公園交流施設 宮崎県日向市 日向市 空からの救出救助・消火活動等 

宮崎県 航空自衛隊新田原基地 宮崎県新富町 防衛省 航空機の駐機等 
宮崎県 清水台総合公園 宮崎県西都市 西都市 空からの救出救助・消火活動等 

宮崎県 宮崎空港 宮崎県宮崎市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
宮崎県 宮崎市生目の社運動公園 宮崎県宮崎市 宮崎市 空からの救出救助・消火活動等 

鹿児島県 鹿児島空港 鹿児島県霧島市 国土交通省 航空機の駐機・給油等 
注１）用途については、第３章４．（２）による分類に基づき、（ア）災害応急対策に活用する航空機が駐機、給油できる拠点につ

いては、｢航空機の駐機・給油等｣又は｢航空機の駐機等｣と、（イ）甚大な津波被害が想定される地域にて、大規模な空からの

救助活動のために活用することが想定される拠点については、｢空からの救出救助・消火活動等｣と表記している。 

注２）（イ）に分類される航空機用救助活動拠点は、津波被害が甚大な地域において、都道府県が活動拠点候補地として計画してい

る施設のうちから、大型回転翼機が複数離発着でき、かつ、部隊の宿営、資機材の集積等が十分に行えるよう、概ね 10ha 以

上の敷地面積を有するもの（周辺に 10ha 以上のものがない場合には、それ以下のものも含む。）から選定した。 
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別表４－１ 被災地内の航空搬送拠点候補地 

 

・ 被災府県が確保する航空搬送拠点の候補は、以下のとおりである。 

・ 被災地内の航空搬送拠点は、基本的には周辺の災害拠点病院と一体となって、

当該病院から搬送される患者をＳＣＵにて受け入れ、広域医療搬送するため

の拠点である。被災府県はこのために必要なＤＭＡＴその他の人材の配置、

資器材・物資の配備を行う。 

・ このうち、被災地内でも比較的被害が軽微な地域に存在する以下に掲げるよ

うな航空搬送拠点は、発災時にも周辺の医療機関が機能している可能性が高

いことから、より被害が甚大な地域の負担を軽減するため、上記の機能に加

え、災害現場、近隣の災害拠点病院等から患者を積極的に受入れることを想

定する。 

このため、こうした航空搬送拠点・ＳＣＵには、患者の一時収容機能に加え

て、患者の状態に応じて、広域医療搬送、地域医療搬送を臨機応変に選択で

きるよう、緊急度判定の機能を確保する。 

例：静岡空港（静岡県）、名古屋飛行場（愛知県）、高松空港（香川県）、 

松山空港（愛媛県）、熊本空港（熊本県）、鹿児島空港（鹿児島県） 

 

都道府県 航空搬送拠点候補地 

使用可能な航空機 

固定翼機 
大型 

回転翼機 

山梨県 小瀬スポーツ公園（補助競技場）  ○ 

長野県 松本空港 ○ ○ 

岐阜県 航空自衛隊岐阜基地 ○ ○ 

岐阜県 高山自動車短期大学グラウンド及び体育館  ○ 

静岡県 愛鷹広域公園  ○ 

静岡県 静岡空港 ○ ○ 

静岡県 航空自衛隊浜松基地 ○ ○ 

愛知県 名古屋飛行場（航空自衛隊小牧基地） ○ ○ 

三重県 三重大学グラウンド  ○ 

三重県 三重県立看護大学（グラウンド及び体育館）  ○ 

三重県 
三重県広域防災拠点（伊勢志摩拠点）ヘリポ

ート及びサンアリーナ 
 ○ 

滋賀県 滋賀医科大学グラウンドおよび体育館  ○ 

滋賀県 滋賀県立大学未利用地および多目的ホール  ○ 

京都府 京都御苑  ○（一部） 
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別表４－２ 被災地外の航空搬送拠点候補地 

 

・ 非被災道県及び東京都等が確保する被災地外の航空搬送拠点の候補は、以下

の通りである。 

・ 被災地外の航空搬送拠点は、被災地からの患者を受入れ、周辺医療機関への

搬送の拠点となる。 

 

都道府県 航空搬送拠点候補地 

使用可能な航空機 

固定翼機 
大型 

回転翼機 

北海道 新千歳空港 ○ ○ 

北海道 航空自衛隊千歳基地 ○ ○ 

北海道 札幌飛行場(陸上自衛隊丘珠駐屯地) ○ ○ 

青森県 青森空港 ○ ○ 

岩手県 花巻空港 ○ ○ 

宮城県 仙台空港 ○ ○ 

宮城県 航空自衛隊松島基地 ○ ○ 

宮城県 陸上自衛隊霞目駐屯地  ○ 

秋田県 秋田空港 ○ ○ 

秋田県 大館能代空港 ○ ○ 

山形県 山形空港 ○ ○ 

山形県 庄内空港 ○ ○ 

福島県 福島空港 ○ ○ 

茨城県 航空自衛隊百里基地 ○ ○ 

栃木県 陸上自衛隊北宇都宮駐屯地 ○ ○ 

群馬県 陸上自衛隊相馬原駐屯地  ○ 

群馬県 前橋赤十字病院  ○ 

埼玉県 航空自衛隊入間基地 ○ ○ 

千葉県 海上自衛隊下総航空基地 ○ ○ 

東京都 
東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明

の丘地区） 
 ○ 

東京都 東京国際空港 ○ ○ 

東京都 陸上自衛隊立川駐屯地  ○ 
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都道府県 港湾名 都道府県 港湾名

清水港 広島港

田子の浦港 福山港

沼津港 呉港

大井川港 徳山下松港

御前崎港 下関港

名古屋港 岩国港

三河港 宇部港

衣浦港 徳島小松島港

四日市港 橘港

鳥羽港 浅川港

尾鷲港 高松港

鵜殿港 坂出港

京都府 舞鶴港 丸亀港

大阪港 松山港

堺泉北港 宇和島港

基幹的広域防災拠点（堺泉北港
堺２区）

新居浜港

阪南港 東予港

神戸港 高知港

姫路港 須崎港

尼崎西宮芦屋港 宿毛湾港

東播磨港 奈半利港

赤穂港 別府港

津名港 大分港

和歌山下津港 津久見港

文里港 内海港

新宮港 宮崎港

水島港 細島港

岡山港 油津港

宇野港 熊本県 八代港

鹿児島港

志布志港

川内港

別表７－１　海上輸送拠点（受入港）

高知県

大阪府

大分県

徳島県

三重県

鹿児島県

静岡県

山口県

愛知県

広島県

愛媛県

兵庫県

和歌山県

宮崎県

香川県

岡山県
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